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研究成果の概要（和文）：本研究では、家庭内の要因という視点から、所得や人的資本など要素の世代間の移転
を理論・実証の両面から分析することを目的とする。親の利他性と子どもの習慣形成をモデル化することによっ
て、親の教育行動が子どもの長期厚生水準を増進するメカニズムを解明した。理論モデルの結果を検証し、親の
教育行動の決定要因も明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research studies the mechanism behind the nonlinear intergenerational 
mobility theoretically and empirically from the aspects inside the home. For the theoretical part, a
 model of parental altruism in relation to children’s habit formation is proposed. For the 
empirical part, it examines and verifies the hypothesis from that parents are more likely to be 
authoritative if they are from wealthy families.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（ １ ） 世 代 間 所 得 弾 力 性

（intergenerational income mobility）とは、

社会流動性（social mobility）を評価する指

標の一つとして、親世代の所得が子世代の所

得に影響する程度を意味して、log（子世代の

収入）と log（親世代の収入）の相関係数と

なっている。これは親世代の収入が 1％上昇

すると、その子供の予想される収入にどの程

度影響するかを示す指標で、世代間所得弾力

性の水準が高いほど社会的流動性が低くな

っていることを示している。 

従来の経済学理論では、世代間所得弾力性

が線形（linear）であることを想定し、世代

間所得弾力性を推定するモデルを構築しま

した。しかし、近年の実証分析の結果によっ

て、世代間所得弾力が非線形型（non-linear）

であることもあった（例えば、Cardak et al., 

2013; Bratsberg et al., 2007; Mazumder, 

2005）。上記の研究により、北欧諸国世代間

所得弾力が凹状（concave）であること、ア

メリカが凸状的（convex）であることもわか

った。世代間所得弾力性の非線形性は社会所

得分配の不均一性を示している。 

これまでの理論によると、世代間所得弾力

性が非線形になる理由について、資本市場に

おける信用制約、教育システムの構造、所得

再分配昨日、所得分配の構造などの要因が挙

げられた。これらの家庭外の要因を利用して、

世代間所得弾力性の非線形性の一部を説明

できる。 

（２）世代間所得弾力性の非線形性を説明

できる家庭内の要因もある。数多くの実証研

究によると、個人の早期の家庭環境や親の経

済・社会地位などは将来の所得を決定する要

因であることがわかった（例えば、

Dornbusch et al., 1987; Baumrind, 1991）。

これらの家庭内の要因は所得および世代間

弾力性にどのような影響を及ぼすか。これは

一つ重要な課題となっている。 

２．研究の目的 

 本研究では、家庭内の要因という視点から、

所得や人的資本など要素の世代間の移転を

理論・実証の両面から分析することを目的と

する。 

 具体的には、以下の課題がある。 

（１） 家庭内の要因として、親による教育

行動と世代間所得移転について、理論モデル

を構築する。 

（２）上記の理論モデルを解析的分析し、子

どもの生涯厚生水準への影響を明らかにす

る。 

（３）日本のデータとの整合性を検証する。

理論モデルの結果を再検討する。 

３．研究の方法 

（１）理論研究の部分において、本研究は、

親の利他性と子どもの習慣形成をモデル化

することによって、親の教育行動が子どもの

長期厚生水準を増進するメカニズムを解明

する。親による世代間所得移転の制限が子ど

もの長期厚生水準を増進する必要十分条件

を導き出す。 

（２）実証研究の部分において、本研究は、

大阪大学 21世紀 COEプロジェクト「アンケ

ートと実験によるマクロ動学」及びグローバ

ル COE プロジェクト「人間行動と社会経済

のダイナミクス」によって実施された「くら

しの好みと満足度についてのアンケート」の

結果を用い、「厚生を増進する親の利他性と

子どもの習慣形成」による理論モデルの結果

を検証し、親の教育行動の決定要因を明らか

にする。 

４．研究成果 

（１）理論研究 

３期間の世代重複モデルを考える。子ども

の消費選好は習慣形成であることと、子ども

は第３期間（成人になる期間）まで自分の習



慣形成を認識しないことを仮定する。利他性

を持つ親は子どもへの所得移転水準を決定

する。子どもの過剰消費傾向を制限するため、

親による実際の所得移転水準は子どもが期

待する水準を下回ることを示した。 

親の教育行動の子どもの長期厚生水準へ

の影響を評価するため、回顧的厚生関数が用

いられる。親による実際の所得移転水準と子

どもが期待する水準を回顧的厚生関数に代

入し、それぞれの長期厚生水準を比較するこ

とによって、以下の結果が得られた。親が十

分に利他的かつ親の所得水準が十分に高い

である場合、親による世代間所得移転の制限

が子どもの長期厚生水準を増進する。逆にも

成立する。また、子どもの習慣形成パラメー

タが大きくなれば、親による実際の所得移転

水準は更に減少する。 

これらの結果は、親による教育行動の重要

性を強調した。 

 （２）実証研究 

子ども時代の家庭の豊かさは、親になった

後の教育行動にどのような影響を及ぼすの

だろうか。実証分析の結果、消費に関する習

慣を認識する場合、被験者の厳格な躾態度は、

彼らの１５歳ごろの家庭生活水準と正の相

関を持つ傾向があることが明らかになった。

更に、主成分分析を用いて、こういった結果

は頑健であることが示されている。 
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